
－15－

１０．個別中間財務諸表等

（１）中間貸借対照表

（単位：百万円）

科　　　　　　目

当 中 間 期

   平成１２年

    ９月３０日現在

前　　　　　期

   平成１２年

    ３月３１日現在

前 年 中 間 期

   平成１１年

    ９月３０日現在

（　資　産　の　部　）

 流　　動　　資　　産

 　　現　金　及　び　預　金
 　　受　　取　　手　　形
 　　売　　　 掛　　　 金
 　　有　　価　　証　　券
 　　自　　己　　株　　式
 　　製　　　　　　　　品
 　　原　　　 材　　　 料
 　　仕　　　 掛　　　 品
 　　貯　　　 蔵　　　 品
 　　繰 延 税 金 資 産
 　　そ の 他 の 流 動 資 産
 　　貸 倒 引 当 金

 固　　定　　資　　産

 　有 形 固 定 資 産
 　　建　　　　　　　　物
 　　構　　　 築　　　 物
 　　機　　械　　装　　置
 　　車 両 運 搬 具
 　　工 具 器 具 備 品
 　　土　　　　　　　　地
 　　建 設 仮 勘 定

 　無 形 固 定 資 産
 　　ソ フ ト ウ ェ ア
 　　その他の無形固定資産

 　投　　　 資　　　 等
 　　投 資 有 価 証 券
 　　子 会 社 株 式
 　　長 期 貸 付 金
 　　繰 延 税 金 資 産
 　　そ の 他 の 投 資 等
 　　貸 倒 引 当 金

６４,７８２

２,５１３
４５７

３４,８３９
１２,０１２

５
２,０３１
２４１
４,３９１
１,２７０
２,２９５
４,７２４
－

８８,４４３

４３,１１８
１１,９６６
１,０３３
１４,９９３
２１４
５,１６４
８,６５６
１,０８８

１４０
９８
４１

４５,１８４
２９,１８４
８,７６４
６９６
５,２８１
１,３８６

△　　　 １３０

８５,９２５

２,５５８
３９５

３３,４７８
３５,６２３

０
１,８５４
２１４
３,６３４
１,２２６
２,００８
５,０９９

△　　　 １６９

６２,８５６

４３,０９９
１０,５１７
１,０９４
１５,０９６
１９４
５,２２３
８,６５６
２,３１５

１７５
１２３
５１

１９,５８１
４,２１７
８,３１５
６６８
５,１８３
１,２００

△　　　 　　３

７９,７６４

２,４１０
３４５

３２,０８５
３１,８０４

２
１,７５２
１９２
３,５１１
１,２０５
１,６３５
４,９８７

△　　　 １６８

６２,５５９

４３,２００
１０,８７１
１,１３６
１５,３６０
１７７
５,５４１
８,６５６
１,４５７

１３４
－

１３４

１９,２２５
４,１８５
７,９０５
７００
５,０５８
１,３８０

△　　　 　　４

資　産　合　計 １５３,２２６ １４８,７８１ １４２,３２４

(注) １．自 己 株 式 の 数

　　 ２．有 形 固 定 資 産 の

　　     減 価 償 却 累 計 額

　　 ３．保　　証　　債　　務

　　 ４．期末発行済株式数

５,０９３株

１３２,７０６

５５５

73,427,483 株

５９６株

１３０,５６７

６１８

73,406,024 株

１,８３８株

１２９,１８９

６９５

73,327,699 株

　　　　　　　　　　　　増加の内訳：転換社債の株式転換　　　 21,459 株 　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　転換総額　　２０百万円　資本組入額　　９百万円
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（単位：百万円）

科　　　　　　目

当 中 間 期

   平成１２年

    ９月３０日現在

前　　　　　期

   平成１２年

    ３月３１日現在

前 年 中 間 期

   平成１１年

    ９月３０日現在

（　負　債　の　部　）

 流　　動　　負　　債

 　　支　　払　　手　　形
 　　買　　　 掛　　　 金
 　　未　　　 払　　　 金
 　　未　　払　　費　　用
 　　未 払 法 人 税 等
 　　未 払 消 費 税 等
 　　従 業 員 預 り 金
 　　賞 与 引 当 金
 　　製 品 保 証 引 当 金
 　　設 備 支 払 手 形
 　　そ の 他 の 流 動 負 債

 固　　定　　負　　債

 　　転　　換　　社　　債
 　　退 職 給 与 引 当 金
 　　退 職 給 付 引 当 金

負　　債　　計

（　資　本　の　部　）

 資　　　 本　　　 金

 法 定 準 備 金
 　　資 本 準 備 金
 　　利 益 準 備 金

 剰　　　 余　　　 金
 　　特 別 償 却 準 備 金
 　　別 途 積 立 金
 　　中間（当期）未処分利益
 　　（うち中間（当期）純利益）

 その他有価証券評価差額金

資　　本　　計

５１,００５

２,２０８
２５,３８８
２,８０７
４,２７５
１,６８８
３４４
６,８４２
４,０２５
２,７１７
３４８
３５９

３５,４１６

１９,４６１
－

１５,９５５

８６,４２２

１３,１６０

１８,７０１
１５,４１４
３,２８７

３３,４４３
１４８

２４,３５０
８,９４５

（　　 ７１９）

１,４９８

６６,８０４

４８,９８５

１,９０８
２５,２２３
２,１２５
３,９４１
２,１６９
４５１
６,８９９
４,０５０
２,０５８
７０
８５

３４,７８２

１９,４８１
１５,３０１

－

８３,７６７

１３,１５０

１８,６８２
１５,４０４
３,２７８

３３,１８１
７７

２２,７００
１０,４０３
（　３,５２５）

－

６５,０１４

４４,５５１

１,７３７
２３,６２４
６８２
３,８２３
１,３５５
４３９
７,１１６
４,０４７
１,５９８
５１
７６

３４,７３２

１９,５５４
１５,１７８

－

７９,２８３

１３,１１３

１８,６３２
１５,３６７
３,２６４

３１,２９４
７７

２２,７００
８,５１６

（　１,３１３）

－

６３,０４０

負 債 及 び 資 本 合 計 １５３,２２６ １４８,７８１ １４２,３２４

(注) ５．所有権移転外ﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引
　　　(1) 取 得 価 額 相 当 額　　　 　　１,１９７
　　　(2) 減価償却累計額相当額　　　 　　　 ６７０
　　　(3) 期 末 残 高 相 当 額　　　 　　　 ５２７
　　　(4) 未 経 過 リ ー ス 料
　　　　　期 末 残 高 相 当 額　　　 　　　 ５３９
　　　　　（うち１年以内）　　　  （    ２３５）
　　　(5) 支 払 リ ー ス 料　　　 　　　 １４３
　　　(6) 減 価償却費相当額　　　 　　　 １３５
　　　(7) 支 払 利 息 相 当 額　　　 　　　   　７

  
１,１８９
５５６
６３３

６４６
（　　 ２６１）
２９４
２７４
１７

 １,１３１
５３６
５９５

６０８
（　    ２３４）
１５１
１４０
８
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（２）中間損益計算書
（単位：百万円）

科　　　　　目
当　中　間　期
自　12.４. 1
至　12.９.30

前 年 中 間 期
自　11.４. 1
至　11.９.30

前　　　　　期
自　11.４. 1
至　12.３.31

（経常損益の部）

 営 業 損 益 の 部
 　営　　業　　収　　益
 　　売　　　 上　　　 高

 　営　　業　　費　　用
 　　売　　上　　原　　価
 　　販売費及び一般管理費

 　営　　業　　利　　益

 営業外損益の部
 　営 業 外 収 益
 　　受 取 利 息 配 当 金
 　　その他の営業外収益

 　営 業 外 費 用
 　　支　　払　　利　　息
 　　為　　替　　差　　損
 　　その他の営業外費用

 経 常 利 益

（特別損益の部）

 特 別 利 益
 　　貸 倒 引 当 金 戻 入
 　　退職給付信託設定益

 特 別 損 失
 　　固定資産売・除却損
 　　災 害 に よ る 損 失
 　　
 　　
 　　
 　　そ の 他 の 特 別 損 失

 税引前中間（当期）純利益

 法人税、住民税及び事業税

 法 人 税 等 調 整 額

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

 前 期 繰 越 利 益

 過 年 度 税 効 果 調 整 額

  

 中 間 配 当 額

 利 益 準 備 金 積 立 額

 中間（当期）未処分利益

９３,０９３
９３,０９３

９０,０２２
８０,５４５
９,４７７

３,０７０

３１１
２４６
６４

１７４
１１９
４１
１３

３,２０６

７,７６４
４２

７,７２２

９,７０９
－

３０７

９,３５５

４６

１,２６１

１,９７９

△　　１,４３７

７１９

８,２２５

－

－

－

－

８,９４５

８６,２２６
８６,２２６

８３,６５４
７５,０５８
８,５９６

２,５７１

３６９
１８７
１８２

３３３
１２６
５２
１５４

２,６０７

５２
５２
－

８０
８０
－

－

－

２,５７９

１,７７６

△　　　 ５１０

１,３１３

９６４

６,１８３

５４

－

－

８,５１６

１７９,７４３
１７９,７４３

１７３,６８３
１５６,１４８
１７,５３５

６,０５９

９３８
５４３
３９５

５４３
２４７
１６８
１２７

６,４５４

５２
５２
－

１１６
１１６
－

－

－

６,３９０

３,８７２

△　　１,００７

３,５２５

９６４

６,１８３

５４

３１１

１３

１０,４０３

 (注)１．減価償却実施額 ３,８２１ ３,９３０ ８,３０９

 　　２．当中間期における東海豪雨（本年９月１２日）により、主に西枇杷島地区が被災いたしました。
　　　　 これに伴い「災害による損失」307 百万円を「特別損失」として計上しております。

退 職 給 付 会 計 基 準
変 更 時 差 異 処 理 額

税 効 果 会 計 適 用 に 伴 う
特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額
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〔 中間財務諸表作成の基本となる事項 〕

　１．資産の評価基準及び評価方法
　　(1)たな卸資産
　　 　①　製品、原材料、仕掛品　・・・・・・　総平均法による原価法
　　 　②　貯蔵品　・・・・・・・・・・・・・　先入先出法による原価法

　　(2)有価証券
　　 　①　子会社株式及び関連会社株式　・・・　移動平均法による原価法
　　 　②　その他有価証券
　　　　 　　　時価のあるもの　・・・・・・・　中間決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は移動平均法による）
　　　　 　　　時価のないもの　・・・・・・・　移動平均法による原価法

　２．固定資産の減価償却の方法
　　(1) 有形固定資産　　　　・・・・・定率法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を除く）、工具器具備品に含まれる金型については定額法。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　耐用年数については、法人税法に定める耐用年数を適用してお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ります。但し、平成 10 年 3 月以前に取得した建物については、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成 10 年度の法人税法の改正前の耐用年数を適用しております。

　　(2) 無形固定資産　　　　・・・・・定額法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　自社利用のソフトウェアについては、見込利用可能期間（５年）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に基づく定額法

　３．引当金の計上基準
　　(1) 貸 倒 引 当 金　・・・・・　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
　　　　　　　　　　　　　　　　　　権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
　　　　　　　　　　　　　　　　　　しております。
　　(2) 賞 与 引 当 金　・・・・・　従業員賞与の支給に備えるため、賞与支給実績を基準として、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　賞与支給対象期間のうち当中間期に対応する額を計上しております。
　　(3) 製品保証引当金　・・・・・　製品の品質保証期間内に発生する保証費用の支出に備えるため、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　過去の実績を基礎にして当中間期に対応する発生見込額を計上して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　おります。
　　(4) 退職給付引当金　・・・・・　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　及び年金資産の見込額に基づき、当中間期末において発生して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　いると認められる額を計上しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、会計基準変更時差異（9,681 百万円）については、当中間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　期において、有価証券（時価 9,029 百万円）を退職給付信託に拠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　出し同額を一時に費用処理するとともに、残額についても１年で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　費用処理しております。

　４．外貨建の資産又は負債の
　　　本邦通貨への換算基準　　・・・・　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　５．リース取引の処理方法・・・・・　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る方法に準じた会計処理によっております。

　６．消費税等の会計処理　・・・・・　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　す。

〔 追 加 情 報 〕

　１．当中間期より退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
　　　会計審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用しております。
　　　これに伴い、適用しない場合に比べ、退職給付費用は 9,491 百万円増加し、経常利益は 136 百万円、
　　　税引前中間純利益は 9,491 百万円減少しますが、有価証券による退職給付信託を設定し、退職給付信託
　　　設定益 7,722 百万円を計上した結果、税引前中間純利益は 1,769 百万円減少しております。

　２．当中間期より金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
　　　会計審議会　平成 11 年 1 月 22 日））を適用しております。
　　　これに伴い、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有価証券に含まれているもの
　　　のうち１年内に満期の到来する債券及び預金と同様の性格を有する証券投資信託は流動資産の有価証
　　　券として、それら以外は投資有価証券として表示しております。この変更により流動資産の有価証券
　　　は 23,732 百万円減少し、投資有価証券は同額増加しております。

　３．当中間期より改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意
　　　見書」（企業会計審議会　平成 11 年 10 月 22 日））を適用しております。この変更による財務諸表
　　　への影響は軽微であります。


